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活動組織の取り組みに関する事例調査について（依頼）
　本協議会の推進運営につきましては、日頃よりご理解ご支援賜り厚くお礼申し上げます。
　さて、農水省では多面的機能支払交付金の効果的な推進や制度改正に向けて、様々な観点から各種調査を行なうこととしております。
　つきましては、農水省より標記に係る事例調査の依頼があったことから、貴市町村内の活動組織における特徴的な活動事例を次のとおり調査いたしますので、ご支援ご協力頂きますようお願いいたします。
　
記
１　報告様式と記載方法
別添「（調査表）活動組織の取り組みに関する事例調査」に示す活動事例（記載要領参照）に該当する、次の記号をリストから選択してください。
なお、本調査は市町村担当者による作業を想定していますが、詳細の内容が把握できていない場合は、活動組織に確認して整理願います。
【リスト記号の内容】
◎　他の活動組織の模範となるべき取り組み
○　取り組んでいる

２　報告（提出）の方法

　　３の期日までにエクセルファイルをメールで提出願います。
　　※該当する組織が無い場合も必ず報告をお願いします。
　
３　報告（提出）期日
５月２８日（月）※必着
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